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食品中の放射性物質等検査システムの評価手法の開発に資する研究 

令和5年度～令和7年度総合研究報告書 

 
研究代表者 片岡洋平  国立医薬品食品衛生研究所 生化学部第一室長 

研究要旨 

 平成 23 年の東京電力福島第一原子力発電所事故以降、食品中放射性物質への対応と

して、「検査計画、出荷制限等の品目・区域の設定・解除の考え方」(以下「ガイドライ

ン」)に基づくモニタリング検査が地方自治体において継続的に実施されている。当該ガ

イドラインは、モニタリング検査結果の推移、新たな科学的知見の集積及び出荷制限等

の状況を踏まえ、検査を合理的かつ効率的に実施する観点から継続的な見直しが行われ

ている。 

さらに、「『復興・創生期間』後における東日本大震災からの復興の基本方針」(令和 3 年

閣議決定)及び「福島復興再生基本方針」(令和 5 年及び令和 7 年改定)において、食品中

放射性物質に係る規制及び検査体制について科学的・合理的な検証を継続する必要性が

示されている。 

本研究課題では、こうした行政的・社会的要請を踏まえ、食品行政に資する科学的知

見の充実を目的として、令和 5～7 年度において、食品中放射性物質の検査システムの

評価・検討、実態調査、緊急時分析法及びリスクコミュニケーション等に関する以下の

研究を実施した。 

 

(1) 食品中の放射性物質等検査システムの評価手法の検討 

非破壊式放射能測定装置について、Ge 検出器による公定法との比較評価を実施し、

累積 1241 検体のデータを取得した。その結果、野生キノコ、山菜、野生鳥獣肉等にお

いて両測定法に良好な相関が確認され、マイタケ、ヒラタケ、ウラベニホテイシメジ等

でスクリーニング検査への適用可能性が示された。また、3D スキャン・シミュレーシ

ョン・ファントム試料を用いて、試料形状や配置に起因する測定ばらつきの評価手法を

構築し、非破壊式測定法の信頼性向上及び適用範囲拡大に資する知見を得た。これらの

成果を踏まえ、令和 6 年 7 月にはクリタケ及びコシアブラの対象品目追加、令和 7 年 8

月にはシイタケ及びマイタケの対象品目追加並びにコシアブラの対象装置追加が事務

連絡により行われた。 

 

(2) 食品中放射性物質濃度データの解析 

令和 5～7 年度の食品中放射性物質検査データを解析した結果、流通品及び出荷予

定あり品では検出率・基準値超過率が低く、現行の出荷前検査及び出荷制限が有効に

機能していることが確認された。一方、天然キノコ、山菜、野生鳥獣肉及び淡水魚で

は比較的高い検出率が継続して認められ、重点的検査の必要性が示された。また、管

理可能な農産物・畜産物・海水産物ではリスクが低いことから、スクリーニング検査

の活用等による効率的かつ持続可能な検査体制構築の重要性が示唆された。 
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(3) 食品中放射性物質等の実態調査 

市場流通魚介類 517 試料を対象に Po-210 濃度を調査した結果、多くの筋肉部試料で

は 100 Bq/kg 未満であった一方、内臓、特に消化腺では最大約 1900 Bq/kg の高濃度が確

認された。筋肉部と内臓の濃度比は最大 500 倍超であり、Po-210 が代謝活性組織に集積

する傾向が確認された。魚介類由来の Po-210 による預託実効線量は約 0.43 mSv/year と

推定され、日本人の自然放射線由来内部被ばくへの主要な寄与源であることが示され

た。また、一般的な食生活では健康影響上問題となる可能性は低いと考えられた。なお、

近年の魚介類喫食量の減少傾向を反映した場合には、預託実効線量は約 0.28 mSv/year 程

度まで低下する可能性が示唆された。 

 

(4) 緊急時の放射能測定法の検討 

平成 14 年に作成された「緊急時における食品の放射能測定マニュアル」について、

原子力災害対策指針、OIL 6 及び放射能測定法シリーズの整備状況を踏まえ、現在に

即した見直し事項を検討した。OIL 6 は、経口摂取による内部被ばくを防止するため、

飲食物の摂取制限を判断する際の基準であり、食品中の放射性核種濃度に基づき摂取

制限の要否を判断するものである。令和 5 年度は放射性セシウム、令和 6 年度は放射

性ヨウ素、令和 7 年度は α 線放出核種及び放射性ストロンチウムを主な対象として測

定法を整理した。その結果、現行の食品衛生法の試験法や放射能測定法シリーズ等に

示される迅速分析法を、測定核種、目的及び緊急時の状況に応じて柔軟に選択できる

よう整理しておくことが重要と考えられた。 

 

(5) 消費者への食品検査及び安全性情報伝達方法に関する検討 

食品中放射性物質検査や食品安全に関する消費者意識調査を継続的に実施した。その

結果、放射性物質に限らず、食品中汚染物質の基準値の意味自体が十分理解されていな

いことが改めて確認された。また、食品安全に関する基礎的理解の促進が食品安全への

信頼形成に重要であり、平時から継続的なリスクコミュニケーションを行う必要性が示

された。 

研究分担者  山田 崇裕  近畿大学 原子力研究所教授 

研究分担者  鍋師 裕美  国立医薬品食品衛生研究所 食品部第二室長 

研究分担者  蜂須賀 暁子 国立医薬品食品衛生研究所 有機化学部主任研究官 

研究分担者  畝山智香子  国立医薬品食品衛生研究所 安全情報部客員研究員 

 

A．研究目的 

平成23年3月の東京電力福島第一原子力

発電所事故により、周辺環境へ放出された

放射性物質による食品汚染が懸念された。

このため、飲食に起因する衛生上の危害の

発生を防止し、国民の健康保護を図ること

を目的とする食品衛生法上の観点から、平

成23年3月に暫定規制値が設定された。続

いて、平成24年4月には放射性セシウムの

基準値が全ての食品に設定された。 

食品中の放射性物質検査は、原子力災

害対策本部で定められた「検査計画、出荷

制限等の品目・区域の設定・解除の考え方」

(以下、ガイドライン)に従い、地方自治体
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において検査計画に基づくモニタリング

検査が実施されており、基準値を超過し

た食品については回収・廃棄され、基準値

を超過する食品に地域的な広がりが認め

られる場合には、原子力災害対策本部が

地域や品目を指定して出荷制限の指示を

行う等の対応が行われている。 

当該ガイドラインは、平成29年度には

自治体等の要望を受け、検査対象品目・自

治体等の大幅な緩和が行われるなど、そ

の後も検査結果や科学的知見の集積を踏

まえて継続的に見直されており、直近で

は、令和8年3月に改正が行われている。ま

た、令和7年12月に改定された「福島復興

再生基本方針」では、放射線に関する国民

理解の増進(風評払拭及びリスクコミュニ

ケーションの推進等)とともに、食品等に

関する規制の科学的・合理的検証の必要

性が示されている。ガイドライン改正が

及ぼす影響の評価は、検査結果における

基準値超過率や超過品目の変動を注視す

るだけでなく、消費者意識等も踏まえて

総合的に行い、食品の安全確保体制が維

持されていることを確認することが重要

である。 

また、復興とともに刻々と変化する社

会状況を反映しつつ、科学的かつ合理的

な検査体制を維持するためには、ガイド

ラインの継続的な見直しが必要であり、

そのためには、単年度ごとの影響評価に

とどまらない、中長期的観点を含めた影

響評価手法の開発が必要である。 

そこで、本研究では、令和5～7年度におい

て、東日本大震災に起因する食品中の放射

性物質及びその検査法等に関する以下の5

課題について検討を行った。これらの研究

課題を遂行することにより、ガイドライン

改正による影響を評価し、効果的なガイド

ライン改正案の提案に資することが可能と

なる。また、その結果として、科学的知見に

基づく適切な食品流通及び適正なリスク管

理による監視体制の構築・維持に資すると

ともに、食品に対する安全性の確保及び安

心感の向上に寄与することが期待される。 

 

(1) 食品中の放射性物質等検査システムの

評価手法の検討 

非破壊式放射能測定装置による食品中放

射性セシウム測定について、公定法との比較

に基づく適用性評価を行うとともに、試料形

状及び放射性物質分布に起因する測定不確

かさを考慮した評価手法を構築し、スクリー

ニング検査対象品目の拡大に資する科学的

基盤を整備することを目的とした。 

 

(2) 食品中放射性物質濃度データの解析 

令和 5～7年度の食品中放射性物質検査デ

ータを解析し、検出率、基準値超過率及び食

品分類ごとの特徴を評価することで、キノ

コ、天然山菜、野生鳥獣肉等の重点検査対象

を明確化し、効率的な放射性物質モニタリ

ング体制のあり方を検討することを目的と

した。 

 

(3) 食品中放射性物質等の実態調査 

魚介類中のポロニウム 210 濃度の実態を

把握し、魚介類摂取による内部被ばく線量

を推定することを目的として、海水魚、淡水
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魚、貝類、甲殻類、軟体類、棘皮動物及び加

工品を対象に、3年間にわたり市場流通試料

の調査を実施することを目的とした。 

 

(4) 緊急時の放射能測定法の検討 

 原子力災害等の緊急時における迅速かつ

適切な食品中放射性物質測定法の整備に資

するため、既存の測定マニュアル及び関連

測定法の見直し事項を整理することを目的

とした。 

 

(5) 消費者への食品検査及び安全性情報

伝達方法に関する検討 

食品中放射性物質検査に対する消費者理

解の向上及び風評被害の低減を目的として、

食品安全性情報の伝達方法及び消費者意識

調査を継続的に実施し、安全から安心につな

げるためのリスクコミュニケーションのあ

り方を検討することを目的とした。 

 

B．方法 

(1) 食品中の放射性物質等検査システムの

評価手法の検討 

非破壊式放射能測定装置による食品中放

射性セシウム測定について、Ge 検出器によ

る公定法との比較測定、回帰分析によるス

クリーニングレベル評価、栽培試料による

補完試験、3Dシミュレーション及びファン

トム試料を用いた不確かさ評価を実施した。

これにより、試料形状や配置の影響を考慮

した非破壊式測定法の適用性評価手法を構

築した。 

 

(2) 食品中放射性物質濃度データの解析 

令和 5～7年度の食品中放射性セシウム検査

データについて、食品分類、流通状況、栽培・

飼養管理状況及び産地別に解析を行い、検

出率、基準値超過率及び濃度分布を評価し

た。また、天然・野生品目を「管理困難」、

栽培・養殖品目を「管理可能」に分類し、モ

ニタリング検査の重点化や効率化に関する

検討を行った。 

 

(3) 食品中放射性物質等の実態調査 

令和 5～7年度に市場流通魚介類 517試料

を収集し、Po-210 の α 線分析を実施した。

魚類、貝類、甲殻類、軟体類、棘皮動物及び

加工品を対象として、湿式分解、電着及び α

線スペクトロメトリーによる測定を行い、

魚介類中 Po-210 濃度を評価するとともに、

喫食量データ及び ICRP 線量係数を用いて

預託実効線量を推定した。 

 

(4) 緊急時の放射能測定法の検討 

 「緊急時における食品の放射能測定マニ

ュアル」、原子力災害対策指針、緊急時モニ

タリングに関する資料、食品衛生法に基づ

く放射性物質試験法及び放射能測定法シリ

ーズを対象として文献調査を行い、令和 5年

度は放射性セシウム、令和 6 年度は放射性

ヨウ素、令和 7 年度は α 線放出核種及び放

射性ストロンチウムを主な対象として、緊

急時測定法の整理を行った。 

 

(5) 消費者への食品検査及び安全性情報

伝達方法に関する検討 

食品中汚染物質の基準値に関する意識調

査を、大学生、食品企業社員、消費者団体関
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係者等を対象として実施した。食品安全に

関する講義とアンケートを通じて、食品リ

スク全般に関する理解と放射線リスク受容

の関係を評価し、継続的なリスクコミュニ

ケーションのあり方について検討した。 

 

C．結果 

(1) 食品中の放射性物質等検査システムの

評価手法の検討 

野生キノコ、山菜類及び野生鳥獣肉等を

対象として非破壊式測定とGe検出器測定と

の比較評価を実施し、累積 1241検体のデー

タを収集した。その結果、非破壊式測定は食

品中放射性セシウムのスクリーニング検査

に適用可能であることが示され、マイタケ、

ヒラタケ、ウラベニホテイシメジ等につい

て既存適用品目と同等レベルのスクリーニ

ング性能が確認された。また、試料形状及び

配置条件により検出効率が変動し、測定値

に影響を及ぼすことが確認され、3Dシミュ

レーション及びファントム試料を用いた補

完的評価手法の有効性が示唆された。 

 

(2) 食品中放射性物質濃度データの解析 

令和 5～7年度の食品中放射性物質検査デ

ータを解析した結果、全体の検出率及び基

準値超過率は低水準で推移しており、出荷

前検査及び出荷制限が有効に機能している

ことが示された。一方、天然キノコ、天然山

菜及び野生鳥獣肉等の栽培・飼養管理が困

難な天然・野生品目では比較的高い検出率

及び基準値超過率が継続して認められた。

また、水産物においては、海水産物では検出

率が極めて低い水準にとどまった一方、淡

水産物では海水産物と比較して高い検出率

が認められ、引き続き重点的な検査が必要

であることが示された。管理可能な農産物、

畜産物及び海水産物では検出率及び基準値

超過率はいずれも低水準であり、重点検査

対象の明確化及び効率的なモニタリング体

制構築の重要性が示された。 

 

(3) 食品中放射性物質等の実態調査 

3年間で517試料の魚介類についてPo-210

濃度を測定した結果、多くの筋肉部主体の

可食部では 100 Bq/kg未満であった一方、内

臓、特に消化腺を含む部位では最大約 1900 

Bq/kgの高濃度が確認された。イカ内臓、カ

ニ内臓、ホタルイカ等で比較的高濃度を示

し、筋肉部と内臓の濃度比は最大 500 倍を

超えた。また、魚介類由来の Po-210 による

預託実効線量は約 0.43 mSv/year と推定され、

日本人の内部被ばくへの主要な寄与源であ

ることが示された。 

 

(4) 緊急時の放射能測定法の検討 

測定マニュアルの背景となる法令等を整

理した結果、震災前の防災指針に示されて

いた「飲食物の摂取制限に関する指標」は、

現在の OIL 6 に基本的に引き継がれている

ことが確認された。放射性セシウムについ

ては現行の食品衛生法に基づく試験法が緊

急時にも流用可能と考えられ、放射性ヨウ

素については複数の測定法及びスクリーニ

ング法が候補として整理された。また、α線

放出核種のうち、ウランについては測定マ

ニュアルに記載の ICP-MS 法がその迅速性

において現在でも緊急時に有利であり、基
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本的な分析方針を継続することが妥当と考

えられた。プルトニウム及び超ウラン元素

のアルファ核種については ICP-MS 法を測

定核種に応じて採用することが妥当と考え

られ、また全アルファ放射能迅速分析法も

状況によっては選択肢となり得ると考えら

れた。放射性ストロンチウムについては、測

定核種や目的に応じて迅速分析法等を選択

することが妥当と考えられた。 

 

(5) 消費者への食品検査及び安全性情報

伝達方法に関する検討 

大学生等を対象として食品中汚染物質の

基準値に関する意識調査を実施し、食品安

全に関する知識や情報提供が放射線リスク

受容及び食品安全への認識に影響を与える

ことが示唆された。また、継続的なリスクコ

ミュニケーションの重要性が確認された。 

 

D．考察 

(1) 食品中の放射性物質等検査システムの

評価手法の検討 

非破壊式放射能測定装置による食品中放

射性セシウム測定は、適切な条件設定の下

ではスクリーニング検査に適用可能であり、

試料形状や配置の影響も許容可能な範囲に

収まることが示された。また、測定不確かさ

には計数統計及び試料形状・配置等の幾何

学的要因が関与しており、回帰分析及び予

測区間に基づく評価手法により、偽陰性リ

スクを抑制したスクリーニングレベル設定

が可能であると考えられた。さらに、栽培種

試料、モンテカルロシミュレーション及び

ファントム試料を用いた補完的評価手法は、

実測データでは把握困難な不確かさ要因の

定量的評価に有効であり、今後の検査対象

品目拡大及び評価体系高度化に重要である

と考えられた。 

 

(2) 食品中放射性物質濃度データの解析 

流通品及び出荷予定あり品では検出率及

び基準値超過率が低水準で推移しており、

出荷前検査及び出荷制限等の現行管理体制

が有効に機能していると考えられた。一方、

キノコ、山菜、野生鳥獣肉及び淡水魚等の栽

培・飼養管理が困難な天然・野生品目では比

較的高い検出率及び基準値超過率が継続し

て認められ、重点的な検査継続の必要性が

示唆された。また、栽培農産物、畜産物及び

海水産物ではリスクが低いことから、スク

リーニング検査の活用及び検査規模の最適

化により、より効率的なモニタリング体制

の構築が可能であると考えられた。 

 

(3) 食品中放射性物質等の実態調査 

Po-210 は魚介類の内臓、特に消化腺等の

代謝活性組織に高濃度に集積する傾向が確

認され、可食部の定義や喫食形態が内部被

ばく評価に大きく影響することが示された。

また、外国産試料で低濃度傾向が認められ

たことから、流通過程における経時減衰の

影響が示唆された。魚介類由来の Po-210 に

よる内部被ばくは日本人における主要な寄

与源であると考えられたが、一般的な食生

活において健康影響上問題となるほど過大

な被ばくとなる可能性は低いと考えられた。 

 

(4) 緊急時の放射能測定法の検討 
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測定マニュアル作成時の「飲食物の摂取

制限に関する指標」は、現在のOIL 6に基本

的に引き継がれている一方、東日本大震災

後には原子力災害対策指針及び緊急時モニ

タリング体制が整備され、食品衛生法に基

づく検査との役割分担も変化している。こ

のため、測定マニュアルについては、現在の

制度及び測定技術に即した位置付けを明確

化する必要があると考えられた。また、緊急

時には事故の態様、放出核種、測定対象試料

及び測定環境が状況により異なることから、

単一の測定法に限定せず、迅速性、感度、信

頼性及び実施可能性を踏まえて複数の測定

法を選択できるよう整理しておくことが重

要であると考えられた。なお、いずれの測定

法も混在核種の影響を受け得ることから、

緊急時対応の測定については幅広く柔軟性

を持たせて想定し、準備しておくことが重

要であると考えられた。 

 

(5) 消費者への食品検査及び安全性情報

伝達方法に関する検討 

食品中放射性物質を含む食品リスクに対

する認識は、知識量や情報提供内容によっ

て影響を受けることが示唆された。また、放

射性セシウム基準値に対する極端なゼロリ

スク志向は限定的であり、食品安全全般に

関する理解促進がリスク受容に重要である

と考えられた。さらに、大学生等の若年層は

食品リスクコミュニケーションへの反応性

が高く、将来的なオピニオンリーダーとな

り得る学生層を対象とした継続的なリスク

コミュニケーションは有効な戦略であると

考えられた。 

 

E. 結論 

(1) 食品中の放射性物質等検査システムの

評価手法の検討 

非破壊式放射能測定装置による食品中放

射性セシウム測定について、公定法との比

較に基づく体系的評価を実施した結果、適

切な試料条件及び評価手法の下では、食品

中放射性セシウムのスクリーニング検査に

有効に適用可能であることが確認された。

また、回帰分析及び予測区間を用いた評価

手法により、測定ばらつきを考慮したスク

リーニングレベルの設定が可能であること

が示された。さらに、モンテカルロシミュレ

ーション及びファントム試料等を用いた補

完的評価手法は、不確かさ要因の定量的評

価に有効であり、今後の検査対象品目拡大

及び検査効率化に資する科学的基盤となる

ことが示された。 

 

(2) 食品中放射性物質濃度データの解析 

令和 5～7年度の食品中放射性物質検査デ

ータの解析により、流通品における基準値

超過率は低水準に維持されており、出荷前

検査及び出荷制限等の現行管理体制が有効

に機能していることが確認された。一方、放

射性セシウムの検出及び基準値超過は主と

して天然・野生食品に集中しており、特にキ

ノコ、山菜、野生鳥獣肉及び淡水魚において

比較的高い検出率が認められた。以上より、

基準値超過リスクの高い品目群への重点的

監視を継続するとともに、リスクの低い品

目ではスクリーニング検査を活用した効率

的かつ持続可能な検査体制を構築すること
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が重要であると考えられた。 

 

(3) 食品中放射性物質等の実態調査 

魚介類中 Po-210 濃度の包括的実態調査に

より、Po-210 濃度は生物種のみならず可食

部の定義に大きく依存し、消化腺等の内臓

部位で高濃度となることが確認された。ま

た、魚介類由来の Po-210 による預託実効線

量は約 0.43 mSv/yearと推定され、魚介類が

日本人における Po-210 内部被ばくの主要寄

与源であることが改めて示された。一方、一

般的な食生活において健康影響上問題とな

るほど過大な内部被ばくとなる可能性は低

いと考えられた。今後は、流通条件や最新の

喫食量データを反映した更なる評価が重要

であると考えられた。 

 

(4) 緊急時の放射能測定法の検討 

 平成 14年に作成された「緊急時における

食品の放射能測定マニュアル」について、原

子力災害対策指針、OIL 6、食品衛生法に基

づく放射性物質試験法及び放射能測定法シ

リーズの整備状況を踏まえ、見直しが必要

と考えられる事項を整理した。その結果、放

射性セシウムについては現行の食品衛生法

の試験法を緊急時にも活用可能であり、放

射性ヨウ素については複数の測定法及びス

クリーニング法を選択できるよう整理して

おくことが重要であると考えられた。α線放

出核種については、ウランでは基本的に現

行の ICP-MS 法を継続することが妥当であ

り、プルトニウム及び超ウラン元素の α 線

放出核種については、ICP-MS法を測定核種

に応じて採用することが妥当と考えられた。

放射性ストロンチウムについては、測定対

象核種や目的に応じて複数の測定法及び迅

速分析法を選択できるよう整理しておくこ

とが重要であると考えられた。 

 

(5) 消費者への食品検査及び安全性情報

伝達方法に関する検討 

食品中放射性セシウムを含む各種汚染物

質の基準値に関する意識調査の結果、現行

基準値に対する一定の支持が認められ、極

端なゼロリスク志向は限定的であった。ま

た、食品安全に関する理解やリスク受容に

は対象集団間で差異が認められ、継続的か

つ分かりやすい情報提供の重要性が示唆さ

れた。さらに、関連分野を学ぶ大学生はリス

クコミュニケーションへの反応が良好であ

り、将来的な情報発信や地域社会での意思

決定に関わる層への教育・情報提供が、食品

安全への理解促進及び風評低減に有効であ

ると考えられた。 
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